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平成 28 年度（2016 年度）第５回宝塚市人権審議会 会議録 

 

１ 開催日時    平成 29 年（2017 年）３月 24 日(金) 午後２時～午後４時 

 

２ 開催場所    宝塚市役所 ３階 特別会議室 

 

３ 出席者     委  員 21 名中 14 名出席 

                 

職  員 ５名出席 

 

４ 議  題 （１）宝塚市人権問題に関する市民意識調査の結果報告 

（２）平成 29 年度宝塚市人権審議会の予定について 

①（仮称）第３次宝塚市人権教育及び人権啓発基本方針の策定について 

②開催スケジュール 

（３）差別事象について 

 

５ 内  容 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

１．開会  

それでは定刻となりましたので、ただ今から平成 28 年度（2016 年度）第５

回宝塚市人権審議会を開催いたします。 

委員の皆様には大変お忙しいところ、ご出席いただきましてありがとうござ

います。 

はじめに、本日の会議の成立についてですが、本日の委員出席者数は 14 名

であり、定数が 21 名ですので過半数を超えており、宝塚市人権審議会規則第

６条第２項の規定により、会議が成立しておりますことをご報告申し上げます。 

なお、梅田委員、清水委員、真鍋委員から欠席のご連絡をいただいておりま

す。 

それではこれからの議事進行につきましては、審議会規則第５条第 2 項の規

定によりまして、和久会長にお願いしたいと思います。和久会長よろしくお願

いいたします。 

 

皆様こんにちは。年度末のお忙しい時期ではありますが、本日もよろしくお

願いいたします。寒い日が続いていますが、喜びを感じながら春を待ちたいと

ころです。本日は宝塚市人権問題に関する市民意識調査報告書の最終決定を行

いますので、皆様とともに内容の確認をしてまいりたいと思います。また、審
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事務局 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

委員 

 

 

事務局 

 

 

 

会長 

 

 

 

副会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

議の時間に余裕があれば、本年度最後の審議会ですので、皆様の思いも聞かせ

ていただきたいと考えています。 

まず初めに、事務局にお尋ねします。この審議会は原則公開ということとな

っていますが、本日の傍聴者はおられますか。 

 

本日の傍聴者はございません。 

 

２．議題 

（１）宝塚市人権問題に関する市民意識調査の結果報告 

 それでは、議事に入ります。議題（１）「宝塚市人権問題に関する市民意識

調査の結果報告」について、事務局より説明をお願いします。 

（事務局より、文言の訂正箇所について説明あり） 

ありがとうございます。皆様、ご意見ご質問等ございませんか。 

 

21 ページの県との比較の文章中に「障害」の表記がありますが、「障がい」

に改めますか。 

 

県は「障害」の表記を用いているので、県の調査結果を引用しているところ

は「障害」としますが、本市の調査結果を示すところは「障がい」と表記しま

す。 

 

訂正箇所がたくさんあったので、口頭での説明ではなく、紙にまとめて配布

してくださるほうがよいと感じました。 

その他、委員の皆様が気づいたことはございませんか。 

 

いくつかクロス集計結果を掲載していただきましたが、有意差がないような

ので削除してもよいかと思うのが、問７と問 24-2 のクロス集計です。どのよう

な人権教育を受けていたからといって、何を早急に解決すべきと思うかに違い

がないように思いました。また、問 11 と問 24-1 のクロス集計も、人権教育を

受けた頻度によって同和問題があることを知っているかどうかに明らかな差は

ないようですので、こちらも削除してよいかと思います。問 12-4 と問 24 のク

ロス集計はカイ二乗検定をされましたか。Ｐ値できちんと測る必要があるかと

思いますが、いかがでしょうか。 

 

しておりません。 
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委員 

 

事務局 

 

事務局 

 

副会長 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

副会長 

 

 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

副会長 

 

 

なぜ検定をされていないのでしょうか。 

 

Ｐ値の算出を依頼しておりませんでした。 

 

Ｐ値の算出もお願いします。 

 

本調査は、今後の施策の方向性を探るためのものです。それなのに、検定を

していないというのは、事務局の取り組み姿勢として疑問を感じます。検定を

かけないと明らかにここに問題があるということが見えてきませんし、そのた

めに調査を委託しているのだと思います。検定の数値があがってきていない結

果を審議会で議論するのではなく、検定をふまえた結果を提示する必要があり

ますし、この議論自体が無駄に感じます。委員は統計の専門家ばかりではあり

ませんから、Ｐ値が何かご存知ない方もいます。結果の読み解きができる資料

の提示が必要です。副会長から要望があった項目だけでなく、他の項目も検定

をしてきちんと分析していただくほうがよいと思います。それをするために調

査をしたのだと思います。 

 

比較をしているものはきちんと検定をして理解できる資料にしてもらうこと

に、調査の意図があるのではないかということですね。 

 

先ほど検定の要望を申し上げましたが、検定の結果をふまえて、掲載する項

目、掲載しない項目を再度検討いただきたいと思います。 

 

43 ページのクロス集計の結果をみると、「反発・疑問を感じ、相手にその気

持ちを伝えた」という人が人権教育を受けたことがある人では 6.1％、ない人

では 2.9％です。これは積極的な行動ですね。また、50 ページのクロス集計の

結果をみると、「絶対に結婚を認めない」という人が人権教育を受けたことがあ

る人では 4.2％、ない人では 8.2％です。これはかなり強烈な意志ですが、この

辺りに本当に有意差があるのかないのかは大事なことだと思いますので、明き

らかにして欲しいですし、有意差があるのならば人権教育が必要であることの

証明になると思います。 

 

検定は全てのクロス集計に対してしていただきたいです。 

 



4 

 

委員 

 

 

 

 

副会長 
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委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

委員 

前回と今回の調査結果を比べて、結果が大きく異なっているような項目は一

覧表にして示して欲しいです。今後このような調査項目が必要なのかどうなの

かということも議論が必要だと思います。そういうたたき台がないのがわかり

づらいです。 

 

前回と今回の調査結果の比較は、考察にも盛り込んでいますね。 

 

審議会で議論するための資料として、一覧表にまとめて欲しいです。なぜ前

回の調査結果と違いがあるのかということも議論する必要があるのではないで

しょうか。 

 

前回調査結果との比較、そして今後のことについてご意見がありました。前

回と今回の調査結果の比較はグラフやコメントで記されていますが、それだけ

ではなく考察でも前回調査結果との大きな違いがどこにあるのかということを

きちんと述べて欲しいというご要望だと思います。今後市として方針を出す際

には、前回の調査結果との違いもふまえて検討されるのだろうと思います。 

 

今回実施した調査結果は、次年度に基本方針を改定する際の参考となります。

そのこともふまえて、前回の調査結果との比較が可能なところはグラフやコメ

ントで示しておりますが、さらに、前回の調査結果と大きく異なる点を報告書

に盛り込むという理解でよろしいでしょうか。 

 

審議会で結果を検討する際の、分かりやすい資料を市として提示して欲しい

ということです。 

 

報告書とは別途、次年度に基本方針を策定するにあたっての資料として、た

たき台となるようなものをご提示する必要があるということですね。議論のポ

イントをまとめた資料があれば議論がしやすい、というご意見だと思いますの

で、次年度にはそのような資料をご用意させていただきます。 

 

前回と比較すると、全体として意識が低下しているのではないかと感じられ

るところがあちこち見受けられます。施策や方針を今後示していかねばなりま

せんので、次年度検討していきたいと思います。 

 

考察の 111～112 ページにかけて、人権教育・人権啓発、市の啓発事業や行
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事についてまとめられています。一方で、96～97 ページの各種啓発事業や行事

の参加・利用状況のグラフを見て非常に衝撃を受けたのが、市が行っている事

業を「知らない」という人があまりにも多いことです。グラフを見て非常に驚

きました。ぜひ考察に書かれているように、事業の認知を高めるような取組を

進めていただきたいと思います。 

また、クロス集計の結果をみたときに、私の目から見ると人権について学ん

だことがあることによって若干でも意識差が出ているように感じますし、教育

の効果を感じます。しかし、心配しているのは、112 ページに「学校教育はも

ちろん社会教育とも連携しながら学習を継続していくことが必要です」と書か

れてはいるものの、これが実現できるだろうかということです。学校教育のあ

り方が最近少し変わってきています。例えば、道徳を教科にするという話があ

ります。教科書を見てみると、その内容は考察で求めていることがとりあげら

れるような内容になっているのかどうか心配です。せっかくこのような調査を

して、考察を出したのであれば、それを学校教育に反映するような具体的な取

り組みを考えていかねば、一行書いただけでは結果的になにもできないままな

のではないでしょうか。具体的にこういうツールを使った教育研修であるとか、

現代の子どもたちにこういうことを提供することが必要だということを提示し

ながら、実際の行動につながる方針を考えていく必要があると思います。 

 

ここまで、前回の調査結果との大きな違い、そして例として学校教育におい

て今後どのように人権教育を行っていくかということに踏み込んでいかねば考

察にならないのではなかいというご意見が出ています。今回の調査では人権教

育に関する項目が少なく、現場の実態も分かりません。学校教育課等で、学校

の教育現場でどのような人権教育がなされているか調査されたりしているだろ

うと思いますが、今後施策や方針を提示する際には現場の現状も検討していく

必要があると感じています。ただし、限られたアンケート項目から、十分な考

察ができないのが残念です。アンケート設計の段階で人権教育についてもっと

項目を盛り込めば良かったと感じています。しかし、そういう事情はありなが

らも、もう少し深く考察ができると良いのではないかと思います。 

 

文言としては現状でも良いのですが、考察で終わってしまうのではなく、そ

の先につながる内容を考えていきたいということです。 

 

本当は道徳や人権教育をどうしていくかといことを考えていかねばならない

のですが、調査結果とは直接結びつかないという印象になってしまうかもしれ
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ません。しかし、お互いに考えていかねばならない課題ではあります。 

 

道徳の教科書に人権の観点が含まれるようになることがあまり期待できない

と、私自身は考えています。そうであれば、教科書とは別に人権教育が子ども

たちにプラスの影響を及ぼすのであれば、しっかり考えていかねばならないと

思いました。 

 

人権教育については、基本方針に盛り込んでいきたいと考えています。 

 

ざっくりと報告書を見て、他の活動をしている方とも調査結果について意見

交換をしました。今回の調査結果を良しとはしませんが当然の結果だろうと思

いますし、びっくりということはありません。しかし、10 年間人権教育をして

きて、意識がマイナスになっているのは何事でしょうか。昨年の 12 月には「部

落差別解消推進法」が成立し考察にもそのことが盛り込まれています。そして、

人権教育を充実していかねばならないことを謳っていますが、本当に実行して

いけるのか危惧しています。現状をどうにかしなければという者が動くしかな

いでしょうし、基本方針の中に人権教育について何かしら打ち出していく必要

があります。そして、講演会にせよ自主学習にせよ、学習に関する予算とセッ

トで考えていただくことをお願いします。 

また、インターネットによる人権問題の解決が重要であると考える人が多く

なっています。インターネットには部落差別に関する情報がばらまかれていま

す。いじめだけでなく、部落差別し放題の状況です。 

私の友人は、ＬＧＢＴを自分の問題であると受け止めて、自ら学習会を立ち

上げている人もいます。やらなければと思った人が行動していくことができる、

小さな細かな学習会を作っていく、そのためには補助金を出していくことを市

の方針として打ち出して欲しいと思います。無償でやっていくことは難しいで

すし、活動にはお金がかかります。しかし、人権教育は大切なことですので、

次期の基本方針がどのようにできるか、私自身も関わって行動していきたいと

思います。 

 

市民意識の現状が明らかになり、それをふまえて次期の方針が立てられるわ

けですね。そのことは良いのですが、人権を身近に感じていない人が多い現状

をみると、基本的人権がどのように定義されてきたのか、戦後 70 年経って理

解できていない人が多いのではないかと感じずにはいられません。毎日のよう

に、過労死や子どもの虐待等のニュースが流れているのに、身近でないわけが
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ありません。人権の捉え方が狭くなっているのかわかりませんが、人権ってな

んだろうという共通認識がなくなってきているのかもしれません。 

 

54 ページの年齢別集計のコメントに重複があるので、文章の校正をお願いし

ます。 

 

文章の推敲をお願いします。私も副会長も何度も文章を点検していますが、

まだ気になるところがあろうかと思います。みんなで読んでいかないと、文章

の誤りはなくなりません。細かな掘り下げはこれで最後にしますが、皆様にも

一読いただいて気になるところがあれば事務局に連絡をお願いします。 

 

 グラフがあって、文章がありますね。文章は単純にどの項目が何%で、前回

に比べてどのくらい多いか少ないかということのみ書かれているんですね。 

 

単純集計ですので、ご指摘のとおりです。さらに細かい分析は考察のところ

に記載しています。 

 

文章は必要でしょうか。グラフに数字が載っていますし、凡例も載っていま

す。わざわざ文章が書かれる意味は何でしょうか。グラフを見ても分からない

人への丁寧な説明ということでしょうか。 

 

 私自身は、グラフが無くても文章を読めば結果が読み解けるという意味で、

文章が必要だと考えています。他の報告書でも単に数値の結果を記したものが

多くはなっていますが、それでも文章は記す必要があるのではないかと考えて

います。 

 

 本当に結果を分かって欲しいのであれば、こんな文章を読むのは煩わしいと

いうご意見だと思います。パワーポイントを使って注目して欲しいところを分

かりやすく示す方が、よっぽど伝わりやすいだろうと思います。正直なところ、

報告書は形式的なもので、実際どれほど読まれてどれほど読みやすいかという

本音の話をすれば、ご指摘のとおりだと思います。 

 

 はっきり言うと、文書が煩わしく、興味が薄れます。パッと見て、何が多い

ということが、文章より視覚で見て分かりやすく、そしてそれについて何かし

らを感じることが大切なのに、ダラダラと文章をつけない方が分かりやすいの
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ではないでしょうか。 

 

いまから形式を変えることはできません。確かに、文章はグラフの説明をし

ているだけです。しかし、ここに考察も含めていくとなると大変ですので、基

本的にはグラフの説明にとどまっています。私たちは、もっと真剣にグラフを

見て感じ取っていくことが大切ですが、グラフの上の文章には読み取って感じ

たことが書かれているわけではないということはご了承ください。詳細な分析

は考察にまとめられています。 

 

文章の表現についてだが、普通は内容が変わるところで一字下げたりするの

だと思うが、どこで内容が変わっているのか分かりにくいので、メリハリをつ

けたりマークをつけたりして分かりやすくして下さい。 

 

長い選択肢をそのまま書いたりしているので、文章が長くなっているものも

ありますね。 

 

前回に比べて大きな変化があるところは、考察にも盛り込んでいます。 

 

 前回と比較して特徴的なところを、考察にもう少し加えてもよいですね。 

 

 考察に、「家庭は、子どもの人権意識を育む場でもあり、家庭内で交わされる

家族の会話や行動は子どもの人格形成に大きな影響を与えます」と書かれてお

り、大切なことです。 

 

 私は東京に生まれ育ちました。父は明治生まれの人ですが、子どもの頃の記

憶では、差別的な考えもある人でした。例えば、関東大震災の際の朝鮮の人達

への差別も「へー、そんなものか」と思いながら聞いていました。30 歳頃に関

西に来ることになったとき、両親には東京よりも関西の方が人権問題は厳しい

と言われました。しかし、去年からこのような会に参加させていただき、色々

勉強しました。私としては人権意識はずいぶん改革されてきたと思いますし、

普段人権問題をあまり意識せずに過ごせていると思っています。むしろ、逆差

別を感じる場面もあるかもしれません。 

 ところで、今回のこの調査がどこでどんなふうに活用されるのかということ

が市長の言葉にもどこにも書いてありませんし、立派な調査をされているのに

活用について市民にほとんど知らされていないように感じます。いずれにせよ、

抱委員の発言です。録音聞き返したのですが、声が遠くて聞き取る

ことができず、聞きとれた部分だけおこしています。事務局で補足

可能であればよろしくお願いします。 
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私自身としては人権意識は進んでいると感じていましたので、調査結果を見て

実態を知り、驚いています。 

 

 私もどちらかといえば、戦前教育を受けて育ちました。最近感じることは、

人権教育の時間をもっともっと増やして欲しいということです。人権をイメー

ジすることは難しいですが、人としての務めとして、具体的な教育を実践して

欲しいと思います。 

 

 私は民間企業に勤めています。私も子どもの頃には学校で人権教育を受けま

したが、それはあまりにも短期間です。小学校、中学校で学んだとしてもたか

だか９年間です。その後の長い人生のなかで学んだことを忘れてしまったり、

意識しなくなることもあるでしょう。同和問題も含めた様々な人権問題がある

ことを、企業での人権教育や市が人権学習を支援することで継続して意識する

ことによって、差別があることを知るだけでなく、差別する必要がないことを

学ぶことが大切だと思います。私の企業にも知的障がいや、身体障がいをもつ

社員がいます。誰も表向きにはその社員を差別しません。家庭に帰れば、個人

的には差別をする人もいるかもしれません。しかし、企業で人権教育を受け、

差別という格差をなくし、家庭に帰って親が人権について語ることができなけ

ればいけません。子どもはどんな教育を受けたとしても、親から受ける影響が

大きいものです。学校教育だけでなく、社会人としても人権について学ぶ必要

があります。今の行政のやり方では受け身に感じます。市もいろいろな取組を

していますが、知らない市民が圧倒的に多くなっています。行政もしくは行政

の外郭団体が啓発をしていかないと、10 年後もっと状況は悪くなるのではない

でしょうか。なぜなら、インターネットが普及しているからです。子どもたち

は学校でわずかの時間人権について学ぶよりも、もっと多くの情報をインター

ネットによって入手しており、その影響は大きく、人権意識はどんどん退化し

ていく可能性もあります。行政に望むのは今までと同じ取組をするのではなく、

何らかのイノベーションです。そうでなければ、10 年経っても今と同じか、も

っとひどい状況になるだろうと思います。 

 

 私の親は外国生まれです。向こうでは日本人は少数だったので、日本人同士

がいがみ合って差別するような状況ではなく、日本人が一致団結して生きねば

なりませんでした。日本に帰ってきて、国内でこんな差別があるということを

教えてもらいましたが、差別するのではなく、そういう人の意見も取り入れて

生活していかなければいけないね、ということを話してくれました。この審議
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事務局 

会で改めて、多くの差別があることを学びました。 

 

 報告書は読みにくく感じましたが、読んでいくと、やはり差別が残っている

ことが分かりました。私たちも地域懇談会等でお話をさせていただくことがあ

ります。不動産会社が、ここが部落です、ということを言っていることも耳に

しています。それは部落差別であることを啓発していかねばなりませんし、私

たちも人権審議会で声をあげていかねばならないと感じています。いまだ差別

があることを認識することができました。 

 

 各種啓発事業や行事の参加・利用状況をみると、前回に比べて無回答が２倍

ほど増えており、このことがショックで気になっています。私もそうですが、

質問の意味が分からず、答えられないまま無回答になってしまった人もいるか

もしれません。もっとお母さんたちが答えやすい質問にすべきだったと感じて

います。また、私は校区人権委員会でずっと役を担ってきて、お母さんたちと

もいろいろな話をしてきました。10 年ほど務めてきていろいろな認知度が上が

っていると思っていましたが、調査結果を見ると全然知られていません。実際

にこうやって数字を見てしまうと、ショックで仕方がありません。 

 

 今までの市のやり方では、圧倒的に事業が周知されていません。次年度同じ

やり方をしていてはいけないということを、突き付けられています。そのこと

が分かっていながら同じことをしていては意味がなく、また同じ結果が出ます。

調査結果を伝えることも啓発になるので、概要版を工夫するとか、そういうこ

とをがんばって欲しいと思います。今人は新聞や看板を見ません。どこを見て

いるかといえば、スマートフォンやインターネットを見ています。そのため、

ライン等を使ってお母さんたちに情報を発信したり、保護者会のお知らせもラ

インで届いたりします。世代によって情報の伝え方が変化しているので、そこ

をうまく掴み、読みやすい形でプレゼンテーションしていくことが大切です。

そういうふうに周知の仕方を転換していかなければ、次回もまた同じような結

果になるでしょう。 

 

 同じことをやっていてはいけません。今回概要版をつくると思いますが、思

い切り体裁を変えてみてはいかがでしょうか。調査報告書の概要版は作ります

よね。 

 

 調査報告書の内容を短くしたものを作ります。 
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 作るのであれば思い切り見た目を変えるといいですね。パワーポイントを使

ってグラフを出してここが問題だということが一目で分かるようなものがいい

と思います。 

 

 他の市町村では、矢印を使って図示したり、イラストを使ったりして分かり

やすくしていますね。ページ数はそんなにいりませんし、その分たくさん印刷

したり、インターネットで見られるようにしたりするとよいですね。 

 

 過去と同じような概要版ではなく、思いきり変えられるとよいですね。 

 

 今までワードで作成していたものをパワーポイントで作ったり、簡単で明瞭

にということを意識して概要版を作るということですね。 

 

 市が変わらなければ市民も変わりません。 

 

 私はまちづくり促進委員会の委員をやっています。まちづくり協議会の解説

本を作って市民に見せるというときには、表紙に「みんながメンバーです」と

いうことを書きました。表紙に方針とか書かれていても市民は読みません。表

紙から変えていくような大胆さが必要だと思います。 

 

 人権問題は行政の大きな責務があります。まちづくりは市民が主役ですが、

人権は行政が主になって、予算化できるものはして欲しいです。また、市のホ

ームページに調査結果や基本方針を載せる際には文章を極力少なくして、クリ

ックすればすぐ読めるような資料にしてください。文字だけでなく、見てみよ

う、読んでみようという気になるものがよいですね。かなりの専門家がいるの

ではないでしょうか。 

 

 概要版の作成まで委託されているのでしょうか。 

 

 概要版の作成まで委託しています。 

 

 そうであれば、業者のほうがいろいろな自治体の様子も知っていますし、ノ

ウハウも知っていると思います。 
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 その点が責任が曖昧になると思います。人権問題の責務は行政にありますか

ら、技術的なことは業者にお願いするにしても、最終的な文書の責任は行政に

あります。 

 

 概要版の作成まで業者に委託していますが、どこまでお願いできるかという

ことは委託契約の範囲になります。また、人権問題はご指摘のとおり行政の責

務ではありますが、啓発の仕方は皆さまと共同で知恵をお借りしながら、一番

効果的な方法を検討していきたいと思います。 

 

 学校教育課からいかがでしょうか。 

 

 調査を実施して、教育に不足していることも明らかになりました。また、本

日は道徳化のお話もあり、人権教育が薄れていくのではないかというご意見も

お聞かせいただきました。その辺りのこともふまえて、学校教育でできること

を考えてまいりたいと思います。 

 

（２）平成 29 年度 宝塚市人権審議会の予定について 

 それでは、議題（２）「平成 29 年度 宝塚市人権審議会の予定について」お

願いします。 

（事務局より、平成 29 年度 宝塚市人権審議会の予定について説明あり） 

 ありがとうございます。 

 概要版についてはっきりさせておきたいのですが、調査報告書の概要版は作

るのですね。 

 

 調査報告書の概要版を作成します。 

 

 調査報告書の概要版の検討はしないのですが。本来、本編と同時にできてい

るべきものですか。 

 

 ご指摘の通り、概要版は報告書本編と同時にできているべきものですが、現

時点でまだできておりません。また、概要版は作成しますが内容について審議

会で検討いただく予定はございません。 

 

 市長への答申は、この審議会が行うのでしょうか。 
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 はい。第１回目の審議会で、市長より（仮称）第３次宝塚市人権教育及び人

権啓発基本方針の策定について諮問がございます。それを受けて合計６回の審

議を経て、冊子にまとめていきます。審議会によっては、内容が固まった時点

で審議会で答申する場合もあれば、別の日に会長から市長に対し答申する場合

もあります。 

 

 基本方針は宝塚市と冠されており、市長の名前も載っていますが、それを私

が答申するということでしょうか。 

 

 審議会は市の付属機関ですので、市の方針として答申いただきます。 

 

 市の方針として、審議会が答申するのですね。 

 

 あくまでも人権審議会に諮問があり、審議会から答申いただきます。 

 

 方針は市が出すべきもので、審議会は方針に対して意見をするという立場で

はないでしょうか。審議会が市長に答申すれば良いとは思いますが、過去の資

料をみると、審議会が答申したのかどうなのか曖昧です。 

 

 29 年度６月に市長から審議会に対し諮問があります。そして、審議会で基本

方針案をご検討いただき、その中身が検討可能な段階でパブリックコメントを

行い、その結果についても基本方針への反映のさせ方を審議会で検討いただき、

２月に基本方針案として答申いただき、市長が決定し、市が基本方針として策

定します。 

 

 審議会が中身について答申するのですね。 

 

 手続き的には市が行いますが、中身は市民が決定します。総合計画の場合は、

審議会に作成について諮問があり、市が提案した案を論議しました。極端な例

ですが、政策推進課から訂正には応じられないということがありました。その

際に論議したことは、政策推進課は事務局で、内容を決めるのは審議会の委員

である私たちであるということです。事務局として審議会の意見に応じられな

いという姿勢はありえません。市民が決めた審議会がこれでいいという内容を

決めて、それを事務局にお返しします。行政はそれを変更しても構わないが、

市長部局が答申されたものについて、これはちょっと、ということで削除した
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うえで答申をつくる権限は行政にはある、というやりとりを随分しました。私

の感覚としては、答申の内容は私たちが決めるということであり、それが住民

主権であり国民主権であると思っています。市とか行政とか議会は制度的なも

のであって、市民が決めたものを法制度化したり条例化することは行政の首長

と、議会の仕事です。しかし、その内容については私たちは行政から提案され

たものに対し、お願いします、訂正してください、という姿勢はやめなければ

いけません。決めるのは私たちです。きついですが、自分たちが本気でやらな

ければいけません。総合計画でも内容について相当議論し、最終的に議会で２

つ削除されはしましたが。私たちも諮問を受けて、意見をまとめ、審議会の方

針はこれということを示し、最終的に事務局がそれぞれ表現を訂正することは

構わないが、そういうスタンスで臨んでいくとよいと思います。 

 

 基本方針は審議会が作成、答申し、その後市が手続きするという流れで間違

いはないですか。 

 

 はい。 

 

 私も、市民の思いを形にしていくことが行政の仕事であると思っています。

しかし、どこまで人権意識の現状を認知しているかということについて、それ

ぞれの人権問題について現状を知っている者が議論するまでの土壌ができてい

ません。基本から変えていく必要があると思います。私も長年人権審議会の委

員を務めていますが、近年審議会の開催回数が増えており、それは市民の人権

意識が高まっている証拠だと思っています。しかし、調査してみると市の主催

する事業を知らない人が多数という現実があります。全員が責任と覚悟をもっ

て今後検討していく必要があると思います。 

 

 市が主催する人権に関する事業の認知度が低いことについて、委員の皆さま

にもチラシの配布などご協力をお願いしながら今後周知を進めていきたいと考

えています。皆様の思いと私たちの啓発の思いは一緒であると感じております

ので、今後もご協力をよろしくお願いいたします。 

 

３．差別事象について 

 差別事象について、事務局から報告をお願いします。 

 

 １月 25 日に、メールで同和地区について問合せがありました。概要は、市外
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から市内に転居を予定されている方から、インターネットで転居予定の地域が

同和地区であることを知ったが、そのことにより子どもや生活への支障はある

かという問合せです。例えば、住所を言っただけで物を買えないとか、仲間は

ずれがあるかという問合せでした。当課からは、今回の問合せは人権侵害・差

別につながるおそれがあり答えかねること、誰からどのように聞いたかわから

ないが、そのような心配がかえって偏見や差別を増幅することを理解して欲し

いこと、そしてこのような情報をインターネットで流すことは反社会的行為で

あり、法務省から削除要請されるものを閲覧しているのだということ、インタ

ーネットで差別につながる情報をながすことは看過できないことをお知らせし

ました。さらに、自身が偏見に惑わされないよう、また、相手の人権も尊重す

る考えに立って欲しいことをお伝えしました。本市は人権の取組を進めており、

現在この方がお住まいの地域でも人権に関する取組が行われています。できれ

ば人権の学習機会をつくっていただき、理解を深めていたたきだいことをお伝

えしました。また、直接お話ししたいので、電話をいただくよう添えています

が、現時点で再び連絡はございません。改めて、その後の様子をお伺いしよう

と考えているところです。 

 

 ありがとうございます。ぜひ人権について学習していただきたいと思います。

その人もおそらく人権について学習したことがない人でしょう。差別者という

ことではなく、なんとかしてあげたいなと思います。にこやかに人権について

語れる人になって欲しいと思います。きっとおびえているでしょう。事務局に

は適切に対応してもらっています。 

 その他にお知らせはありますか。 

 

 先ほど会長から報告書の点検についてのお話がありましたが、年度末で期間

もあまりないので、修正が必要な箇所があれば 27 日（月）中にご連絡ください

ますよう、よろしくお願いします。 

 

 来年度は次期方針の策定に向けて真剣に討議をしていかねばなりません。こ

の場は学ぶ場ではなく、宝塚市の人権啓発をどうしていくか知恵を出し合う場

です。がんばっていきましょう。よろしくお願いします。 

（閉会） 

 

 


